
 

 

 

 

 

 

 

平成２１年１２月１１日 

消 防 庁 

 
災害時要援護者の避難支援対策の調査結果 

 

 

ここ数年の災害においては、亡くなられた方の多くが高齢者となっており、本年も

全国各地で風水害により多くの方が犠牲になりました。 

政府としては、平成 20年 4月に策定した「自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指すため

の総合プラン」に基づき、高齢者や障がい者など災害時要援護者の避難支援対策とし

て、平成 21 年度までを目途に、市区町村において災害時要援護者の避難支援の取組方

針（全体計画）などが策定されるよう促進しています。 

 前回、平成 21 年 6月 25 日に平成 21 年 3月 31 日現在の状況を公表したところです

が、このたび本年度のほぼ中間時点にあたる平成 21 年 11 月 1 日現在の取組状況を調

査したので公表します。（次回は平成 22年 3月 31 日現在の取組状況を調査予定） 

今回の調査結果によれば、全体計画を策定済みの市区町村は 721 団体（40.2％）と

なっており、前回調査時点よりも 171 団体増加しました。また、計画策定に未着手の

団体は 17団体（0.9％）（前回調査時点よりも 658 団体減少）となっており、ほぼすべ

ての市区町村が策定に向けて取り組んでいることがわかりました。 

消防庁では、本年度、内閣府及び関係都道府県と共同で、全国 13カ所において市区

町村職員を対象とした意見交換会を開催するなどしており、今後とも、先進事例を踏

まえた情報提供などを通じて、市区町村の取組を支援してまいります。 

あわせて、消防庁では、内閣府と共同で、学識経験者等よりなる「災害時要援護者

の避難対策に関する検討会」（座長：田中淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報

研究センターセンター長）を開催し、今後の災害時要援護者の避難対策及び避難支援

のあり方などを検討しています。 

 

 

■調査結果の詳細（都道府県別、市町村別の状況） 
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＜調査結果の概要＞ 
 

※調査結果は市区町村からの自己申告に基づくものです。 

 

１ 全体計画の策定状況 
 

 

 

 

 

 

平成 21年 11 月 1日現在では、全団体（1,795 団体）のうち 721 団体（40.2％）が策定済み

となっており、策定に着手していないのは 17団体（0.9％）です。 

（平成 21年 3月 31 日現在では、全団体（1,800 団体）のうち策定済み 550 団体（30.6％）、未

着手は 675 団体（37.5％）） 

※ 全体計画：各市区町村が地域の実情をふまえ、要援護者対策の基本的な方針、要援護者の

対象範囲、要援護者についての情報収集・共有の方法など、災害時要援護者対策の取組方

針を明らかにしたもの 

 

２ 災害時要援護者名簿の整備状況 
 

 

 

 

平成 21年 11 月 1日現在では、1,466 団体（81.7％）が整備中であり、要援護者支援に向け

た取組が進められています。 

（平成 21年 3月 31 日現在では 1,184 団体（65.8％）） 

※ 災害時要援護者名簿：要援護者の名前等が掲載され、災害時に、自治会・町内会、民生委

員等が避難支援や安否確認等を行う際に活用できるもの 

※ 市区町村区域内の一部地域のみで整備されている団体も「整備中」に含まれます。 

※ 災害時要援護者名簿は随時内容を更新する必要があるため、調査回答の選択肢として「整

備済み」は設けていません。 

 

３ 個別計画の策定状況 
 

 

 

 

平成 21年 11 月 1日現在では、1,137 団体（63.3％）が策定中であり、要援護者支援に向け

た取組が進められています。 

（平成 21年 3月 31 日現在では 708 団体（39.3％）） 

※ 個別計画：個々の要援護者ごとに避難支援者との関連づけ等を明らかにした具体的な計画

で、災害時に、自治会、町内会、民生委員等が避難支援等を行う際に活用するもの 

※ 市区町村区域内の一部地域のみで策定されている団体も「策定中」に含まれます。 

※ 個別計画は随時内容を更新する必要があるため、調査回答の選択肢として「策定済み」は

設けていません。 

 

・平成 21 年 11 月 1日現在で、全団体の 40.2％が策定済み 

（平成 21 年 3月 31 日現在 30.6％） 

・ほぼすべての市区町村が策定に着手（未着手は全団体の 0.9％） 

（平成 21 年 3月 31 日現在 37.5％） 

・平成 21 年 11 月 1日現在で、全団体の 81.7％が整備中 

（平成 21 年 3月 31 日現在 65.8％） 

・平成 21 年 11 月 1日現在で、全団体の 63.3％が策定中 

（平成 21 年 3月 31 日現在 39.3％） 



 

 

 

※ 前回調査結果（平成 21年 3月 31 日現在）の数値が、平成 21年 6月 25 日に公表した数値

と異なっていますが、これは、一部市区町村で前回回答に錯誤があったことが判明したため

であり、下表のとおり、数値を修正させていただきました。 

なお、前回調査との変更理由については、「調査結果の詳細」のページに記載しています。 

 

 

前回調査結果（平成 21年 3月 31 日現在）の修正内容 

 

     

 

項 目 回 答 
修正前 

（H21.6.25 公表数値）

修正後 

全体計画 

策定済み 576 団体(32.0％) 550 団体(30.6％)

策定中 549 団体(30.5％) 575 団体(31.9％)

未着手 675 団体(37.5％) 675 団体(37.5％)

災害時要援護者名簿 
整備中 1,196 団体(66.4％) 1,184 団体(65.8％)

未着手 604 団体(33.6％) 616 団体(34.2％)

個別計画 
策定中 726 団体(40.3％) 708 団体(39.3％)

未着手 1,074 団体(59.7％) 1,092 団体(60.7％)


